
  

平成２９年度日高市公営企業会計決算審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

平成２９年度日高市水道事業会計決算 

平成２９年度日高市下水道事業会計決算 

 

２ 審査の期間 

平成３０年６月２５日から平成３０年８月２日まで 

 

３ 審査の手続 

審査に当たっては、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼とし、担当職員の説明を聴取すると

ともに、例月出納検査及び定例監査結果を基に関係帳簿等の確認を行い、決算書及び附属書類が

地方公営企業法その他関係法令の規定に準拠して作成されているか、計数が経営成績及び財政状

態を適正に表示しているか審査した。 

 



  

１ 水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入  

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収 入 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 収 益 1,135,453,000 1,176,971,099 41,518,099 103.7％ 1,146,185,241 30,785,858 2.7％ 

営業外収益 104,371,000 105,880,103 1,509,103 101.4％ 118,448,191 △12,568,088 △10.6％ 

合 計 1,239,824,000 1,282,851,202 43,027,202 103.5％ 1,264,633,432 18,217,770 1.4％ 

 

収益的収入の決算額は１，２８２，８５１，２０２円で、予算額を４３，０２７，２０２円

（３．５％）上回っており、前年度決算額と比較すると１８，２１７，７７０円（１．４％）の

増加である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

営 業 費 用 1,171,080,000 1,104,288,888 63,551,112 94.3％ 1,091,903,626 12,385,262 1.1％ 

営業外費用 34,672,000 34,670,049 1,951 100.0％ 26,945,979 7,724,070 28.7％ 

特 別 損 失 320,000 19,470 300,530 6.1％ 12,683 6,787 53.5％ 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

合   計 1,211,072,000 1,138,978,407 68,853,593 94.0％ 1,118,862,288 20,116,119 1.8％ 

 

収益的支出の決算額は１，１３８，９７８，４０７円（執行率９４．０％）で、６８，８５

３，５９３円の不用額を生じた。前年度決算額と比較すると２０，１１６，１１９円（１．８ 

％）の増加である。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額は３，２４０，０００円あった。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は１４３，８７２，７９５円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益に

ついては、後述「４ 経営成績」のとおり１２３，６０５，７０３円の純利益である。 

 



  

２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入 

      (単位：円)  

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

企 業 債 200,000,000 109,200,000 △90,800,000 54.6％ 169,500,000 △60,300,000 35.6％ 

寄 附 金 1,000 0 △1,000 － 0 0  － 

負 担 金 95,788,000 38,714,000 △57,074,000 40.4％ 63,510,000 △24,796,000 △39.0％ 

投 資 0 0 0 － 99,475,000 △99,475,000 皆減 

合   計 295,789,000 147,914,000 △147,875,000 50.0％ 332,485,000 △184,571,000 △55.5％ 

 

資本的収入の決算額は１４７，９１４，０００円で、予算額を１４７，８７５，０００円（５

０．０％）下回っており、前年度決算額と比較すると１８４，５７１，０００円（５５．５％）

の減少である。 

 

 

(2) 支出 

(単位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

建設改良費 521,014,000 292,574,808 54,017,192 56.2％ 377,331,084 △84,756,276 △22.5％ 

企 業 債 

償 還 金 
62,453,000 62,452,231 769 100.0％ 56,376,139 6,076,092 10.8％ 

合   計 583,467,000 355,027,039 54,017,961 60.8％ 433,707,223 △78,680,184 △18.1％ 

 

資本的支出の決算額は３５５，０２７，０３９円（執行率６０．８％）であった。 

支出の主なものは、配水管布設等工事である。 

なお、地方公営企業法第２６条第１項の規定による繰越額は１７４，４２２，０００円であっ

た。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は２０７，１１３，０３９円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額２０，２１５，７５３円、過年度分損益勘定留保資金７４，４４５，０５５円、

減債積立金６２，４５２，２３１円及び建設改良積立金５０，０００，０００円で補塡された。 

 

 



  

３ 業務の状況 

区 分 平成２９年度 平成２８年度 増  減  数 増 減 率 備 考 

年度末給水人口 56,182人 56,444人 △262人 △0.5％ 普及率 99.9％ 

年度末給水戸数 23,885戸 23,593戸 292戸 1.2％   

年 間 配 水 量 7,837,667㎥ 7,833,553㎥ 4,114㎥ 0.1％   

年 間 有 収 水 量 7,172,251㎥ 7,204,186㎥ △31,935㎥ △0.4％   

有 収 率 91.5％ 92.0％ △0.5ポイント     

 

本年度末の給水人口は５６，１８２人で、前年度と比較すると２６２人（０．５％）の減少、給水

戸数は２３，８８５戸で、前年度と比較すると２９２戸（１．２％）の増加となった。また、普及率

は９９．９％である。 

年間配水量は７，８３７，６６７㎥で、前年度と比較すると４，１１４㎥（０．１％）の増加、年

間有収水量は７，１７２，２５１㎥で、前年度と比較すると３１，９３５㎥（０．４％）の減少であ

る。 

なお、有収率は９１．５％で、前年度と比較すると０．５ポイントの減少となった。 

 

 

４  経営成績 

本年度の利益については、経常利益が１２３，６１２，２９４円であり、特別損失が６，５９１円

あることから、当年度純利益は１２３，６０５，７０３円となる。なお、前年度の純利益は１１９，

１２１，５９０円であり、４，４８４，１１３円（３．８％）の増加である。 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産においては、有形固定資産が５２，６４５，８

３６円の減少、流動資産が１８３，０９１，８１４円の増加となり、資産合計は１３０，４４５，９

７８円、１．５％の増加となった。 

負債は、固定負債が３４，０７１，７６９円の増加、流動負債も３０，５９９，２０５円の増加と

なり、負債合計も６，８４０，２７５円、０．２％の増加となった。 

資本では、資本金が７４，５５７，５７８円の増加、剰余金が４９，０４８，１２５円増加したこ

とから、資本合計は１２３，６０５，７０３円、２．０％の増加となった。 

これらのことにより、負債資本合計は、１３０，４４５，９７８円、１．５％の増加となった。 

 

 

６  給水原価と供給単価について 

区 分 平 成 ２ ９ 年 度 平 成 ２ ８ 年 度 比 較 増 減 率 

給水原価    127円 98銭    125円 08銭      2円 90銭 2.3％ 

供給単価 134円 59銭 134円 38銭         21銭 0.2％ 

差 益 6円 61銭 9円 30銭 △2円 69 銭  

給水原価については１２７円９８銭で、前年度と比較して２円９０銭（２．３％）増加した。 

また、供給単価については１３４円５９銭で、前年度と比較して２１銭（０．２％）増加した。 



  

 

Ⅱ 審査の結果 

平成２９年度の業務の状況、事業収益をみると、給水人口は減少しているものの、年間配水量や給

水戸数については前年度と比較して増加となっている。収益的収入については、営業収益において

は、アパートなどの集合住宅や会社工場の立地などにより増加となった。このほか、営業外収益にお

いては減少したが、収益的収入全体としては増加となった。 

収益的支出については、営業費用において、受託工事費における工事などにより、増加した。 

当年度の純利益については１２３，６０５，７０３円となり、前年度の純利益１１９，１２１，５

９０円と比較すると４，４８４，１１３円の増加となった。 

財政状態については、固定資産は減少となったが、流動資産は増加し、資産合計は増加となった。

負債については、固定負債及び流動負債ともに増加となり、負債合計も増加となった。資本について

は、資本金及び剰余金ともに増加となり、資本合計についても増加となった。 

また、建設改良事業については、繰越事業であった横手ポンプ場ポンプ室配管更新工事が完了とな

り、北平沢第１取水場等取水ポンプ制御盤更新工事などの老朽施設の計画的な更新工事が行われてい

る。このほか、配水管の新設及び老朽管の布設替えが行われている。今後においても、施設の更新工

事の実施など、多額な費用が見込まれることとなることから、企業債の借入れを行う場合は、後年度

負担が過度とならないよう計画的な経営が求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成され、

その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会計帳簿、証書類の処理も妥当で

あることが認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

２  下  水  道  事  業 会 計 

Ⅰ 審査の内容 

１ 収益的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

 

(1) 収入                                          (単

位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道 

事

業 

営業収益 550,161,000 581,316,914 31,155,914 105.7％ 551,624,564 29,692,350 5.4％ 

営 業 外 

収 益 
357,729,000 312,928,369 △44,800,631 87.5％ 394,965,393 △82,037,024 △20.8％ 

計 907,890,000 894,245,283 △13,644,717 98.5％ 946,589,957 △52,344,674 △5.5％ 

農

集

事

業 

営業収益 9,602,000 9,576,636 △25,364 99.7％ 9,647,544 △70,908 △0.7％ 

営 業 外 

収 益 
51,442,000 47,928,577 △3,513,423 93.2％ 54,511,782 △6,583,205 △12.1％ 

計 61,044,000 57,505,213 △3,538,787 94.2％ 64,159,326 △6,654,113 △10.4％  

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営業収益 117,602,000 113,428,705 △4,173,295 96.5％ 115,831,983 △2,403,278 △2.1％ 

営 業 外 

収 益 
44,938,000 44,939,352 1,352 100.0％ 45,775,530 △836,178 △1.8％ 

計 162,540,000 158,368,057 △4,171,943 97.4％ 161,607,513 △3,239,456 △2.0％ 

合 計 1,131,474,000 1,110,118,553 △21,355,447 98.1％ 1,172,356,796 △62,238,243 △5.3％ 

 

収益的収入の決算額は１，１１０，１１８，５５３円で、予算額を２１，３５５，４４７円下回

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

(2) 支出                                          (単

位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道

事

業 

営業費用 749,544,000 721,361,604 28,182,396 96.2％ 722,065,838 △704,234 △0.1％ 

営 業 外 

費 用 
116,434,000 104,213,695 12,220,305 89.5％  131,485,737 △27,272,042 △20.7％ 

特別損失 111,000 72,138 38,862 65.0％  3,052,112 △2,979,974 △97.6％ 

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 － 0 0 － 

計 871,089,000 825,647,437 45,441,563 94.8％ 856,603,687 △30,956,250 △3.6％ 

農

集

事

業 

営業費用 58,586,000 53,551,879 5,034,121 91.4％ 52,653,504 898,375 1.7％   

営 業 外 

費 用 
2,512,000 2,511,542 458 100.0％ 2,677,100 △165,558 △6.2％ 

  

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 －   

計 62,598,000 56,063,421 6,534,579 89.6％  55,330,604 732,817  1.3％   

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

営業費用 140,576,000 135,290,682 5,285,318 96.2％ 131,777,596 3,513,086 2.7％ 

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 － 0 0 － 

計 142,076,000 135,290,682 6,785,318 95.2％ 131,777,596 3,513,086 2.7% 

合 計 1,075,763,000 1,017,001,540 58,761,460 94.5％ 1,043,711,887 △26,710,347 △2.6％ 

 

収益的支出の決算額は１，０１７，００１，５４０円（執行率９４．５％）で、５８，７６１，

４６０円の不用額を生じた。 

なお、地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額はない。 

(3) 収支差引 

収支差引額は９３，１１７，０１３円である。ただし、消費税及び地方消費税抜きの損益につい

ては、後述「４ 経営成績」のとおり６４，４４７，９４０円の純利益である。 

 

 

  



  

２ 資本的収入及び支出について 

次の金額については、決算報告書に基づく記載なので、消費税及び地方消費税を含んだ額であ

る。 

(1) 収入                                         (単

位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 収入率 前年度決算額 増 減 額 増減率 

下

水

道

事

業 

企業債 660,800,000 403,600,000 △257,200,000 61.1％ 470,600,000 △67,000,000 △14.2％ 

国 庫 

補助金 
25,300,000 25,300,000 0 100.0％ 58,100,000 △32,800,000 △56.5％ 

分担金

及 び 

負担金 

3,181,000 2,739,093 △441,907 86.1％ 17,620,123 △14,881,030 △84.5％ 

他会計 

補助金 
43,467,000 43,467,000 0 100.0％ 47,605,000 △4,138,000 △8.7％ 

計 732,748,000 475,106,093 △257,641,907 64.8％ 593,925,123 △118,819,030 △20.0％ 

農

集

事

業 

企業債 2,500,000 1,900,000 △600,000 76.0％ 0 1,900,000 皆増 

分担金

及 び 

負担金 

1,000 0 △1,000  － 0 0 － 

計 2,501,000 1,900,000 △601,000 76.0％ 0 1,900,000 皆増 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

企業債 319,000,000 154,500,000 △164,500,000 48.4％ 0 154,500,000 皆増 

基 金 

収 入 
83,000 82,550 △450 99.5％ 120,790 △38,240 △31.7％ 

計 319,083,000 154,582,550 △164,500,450 48.4％ 120,790 154,461,760 127,876.3％ 

合 計 1,054,332,000  631,588,643 △422,743,357 59.9％ 594,045,913 37,542,730 6.3％ 

 

資本的収入の決算額は６３１，５８８，６４３円で、予算額を４２２，７４３，３５７円（５

９．９％）下回っている。 

なお、分担金及び負担金のうち、受益者負担金については、１，３７４，１００円であった。 

 

 



  

 

 

 

(2) 支出                                         (単

位：円) 

区 分 予 算 額 決 算 額 不 用 額 執 行 率 前年度決算額 増 減 額 増 減 率 

下

水

道

事

業 

建 設 

改 良 費 
543,420,000 319,130,939 61,361,061 58.7％ 258,442,990 60,687,949 23.5％ 

企 業 債 

償 還 金 
591,779,000 591,776,882 2,118 100.0％ 597,570,885 △5,794,003 △1.0％ 

計 1,135,199,000 910,907,821 61,363,179 80.2％ 856,013,875 54,893,946 6.4％ 

農

集

事

業 

建 設 

改 良 費 
2,521,000 1,944,000 577,000 77.1％ 0 1,944,000 皆増 

企 業 債 

償 還 金 
8,638,000 8,637,212 788 100.0％ 8,471,654 165,558 2.0％ 

計 11,159,000 10,581,212 577,788 94.8％ 8,471,654 2,109,558 24.9％ 

コ

ミ

プ

ラ

事

業 

建 設 

改 良 費 
319,043,000 154,548,000 41,774,000 48.4％ 0 154,548,000 皆増 

投 資 83,000 82,550 450 99.5％ 120,790 △38,240 △31.7％ 

計 319,126,000 154,630,550 41,774,450 48.5％ 120,790 154,509,760 127,916.0％ 

合 計 1,465,484,000 1,076,119,583 103,715,417 73.4％ 864,606,319 211,513,264 24.5％ 

 

資本的支出の決算額は１，０７６，１１９，５８３円（執行率７３．４％）であった。 

支出の主なものとしては、下水道事業の建設改良費において、武蔵高萩駅北土地区画整理事業地

内の雨水管渠整備工事及び汚水管渠整備工事等が実施された。 

また、コミュニティ・プラント事業において、平成２８年度からの繰り越し事業であった高麗処

理分区管渠更生工事が完了した。 

なお、地方公営企業法第２６条の規定による繰越額は２８５，６４９，０００円があった。 

継続費の逓次繰越額はない。 

 

 

(3) 収支差引 

収支差引額は４４４，５３０，９４０円の資金不足となり、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額２７，０４８，１７９円、過年度分損益勘定留保資金３２５，８５５，２６６円及び減債

積立金９１，６２７，４９５円で補てんされた。  



  

３ 業務の状況 

項    目 区   分 平成２９年度 平成２８年度 増 減 数 増 減 率 備 考 

年 度 末 処 理 

区 域 面 積 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

553.14ha 

24.00ha 

157.80ha 

550.13ha 

24.00ha 

157.80ha 

3.01ha 

0ha 

0ha 

0.5％ 

0％ 

0％      

年 度 末 処 理 

区 域 内 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

34,142人 

575人 

7,503人 

34,126人 

594人 

7,643人 

16人 

△19人 

△140人 

0％ 

△3.2％ 

△1.8％   

年度末水洗化

済 戸 数 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

14,243戸 

211戸 

3,284戸 

13,940戸 

213戸 

3,248戸 

303戸 

△2戸 

36戸 

2.2％ 

△0.9％   

1.1％   

年度末水洗化

済 人 口 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

33,435人 

533人 

7,503人 

33,296人 

550人 

7,643人 

139人 

△17人 

△140人 

0.4％ 

△3.1％ 

 △1.8％   

年度末普及率 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

60.0％ 

1.0％ 

13.3％ 

59.6％ 

1.0％ 

13.5％ 

0.4ポイント 

0ポイント 

△0.2ポイント 

             

 
対行政 

人口比 

年 間 汚 水 

処 理 水 量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,796,391㎥ 

65,883㎥ 

851,631㎥ 

3,476,354㎥ 

63,206㎥ 

804,863㎥ 

320,037㎥ 

2,677㎥ 

46,768㎥ 

9.2％ 

4.2％   

5.8％   

年間有収水量 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

3,226,211㎥ 

57,835㎥ 

741,540㎥ 

3,111,084㎥ 

58,397㎥ 

755,465㎥ 

115,127㎥ 

 △562㎥ 

△13,925㎥  

3.7％ 

△1.0％    

△1.8％   

 

有 収 率 

 

下水道事業 

農集事業 

コミプラ事業 

85.0％ 

87.8％ 

87.1％ 

89.5％ 

92.4％ 

93.9％ 

△4.5ポイント 

△4.6ポイント 

△6.8ポイント 

 

  

 

下水道事業については、本年度末の水洗化済人口は３３，４３５人で、前年度末と比較して１３

９人（０．４％）の増加、水洗化済戸数は１４，２４３戸で、前年度末と比較して３０３戸（２．

２％）の増加となった。年間汚水処理水量は３，７９６，３９１㎥で、前年度末と比較して３２

０，０３７㎥（９．２％）の増加、有収率は８５．０％で、前年度末と比較して４．５ポイント減

少した。 

農業集落排水事業については、本年度末の水洗化済人口は５３３人で前年度末と比較して１７人

（３．１％）の減少、水洗化済戸数は２１１戸で、前年度末と比較して２戸（０．９％）の減少と

なった。年間汚水処理水量は６５，８８３㎥で、前年度末と比較して２，６７７㎥（４．２％）の

増加、有収率は８７．８％で、前年度末と比較して４．６ポイント減少した。 

コミュニティ・プラント事業については、本年度末の水洗化済人口は７，５０３人で、前年度末

と比較して１４０人（１．８％）の減少、水洗化済戸数は３，２８４戸で、前年度末と比較して３

６戸（１．１％）の増加となった。年間汚水処理水量は８５１，６３１㎥で、前年度末と比較して

４６，７６８㎥（５．８％）の増加、有収率は８７．１％で、前年度末と比較して６．８ポイント



  

減少した。 

 

４  経営成績 

本年度については、経常利益が６４，５０７，５２１円であるが、特別損失が５９，５８１円あ

ることから、当年度純利益は６４，４４７，９４０円となる。なお、前年度の純利益は１１８，１

９９，５２２円であり、５３，７５１，５８２円減少した。 

 

５  財政状態 

本年度末の財政状態を前年度末と比較すると、資産においては、有形固定資産が４４，１１７，

９６８円減少し、流動資産合計が３８，１３７，８８３円増加したことなどから、資産合計は５，

８９７，５３５円の減少となった。 

負債合計では、長期前受金収益化累計額の減により７０，４２８，０２５円の減少となった。 

資本合計では、資本金及び剰余金の増により６４，５３０，４９０円の増加となった。 

これらのことにより、負債・資本合計は５，８９７，５３５円、０．０３％の減少となった。 

 

６  処理原価と使用料単価について 

区 分 平 成 ２ ９ 年 度 平 成 ２ ８ 年 度 比 較 増 減 率 

処 理 原 価 152円 29銭 130円 31銭 21円 98銭 16.9％ 

使 用 料 単 価 155円 16銭 152円 94銭 2円  22銭 1.5％ 

差 益  2円 87銭  22円 63銭 △19円 76銭   

処理原価については１５２円２９銭で、前年度と比較して２１円９８銭（１６．９％）増加し

た。また、使用料単価については１５５円１６銭で、前年度と比較して２円２２銭（１．５％）上

昇した。 

その結果、差益は２円８７銭となり、前年度と比較して１９円７６銭の減少となった。 

 

Ⅱ 審査の結果 

 

平成２９年度の経営成績をみると、収入では、収益的収入においては下水道事業において営業外

収益が減少となり、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業においても、営業収益及び

営業外収益がともに減少となり、全体の決算額も減少した。 

また、収益的支出においては下水道事業の営業費用、営業外費用及び特別損失が減少となり、農

業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業における費用は増加したが、全体の決算額は減少

した。 

このほか、資本的収入においては、下水道事業において企業債、国庫補助金、分担金及び負担金

及び他会計補助金の減少となったが、農業集落排水事業及びコミュニティプラント事業において、

企業債の増加があり、全体として決算額は増加となった。資本的支出においては、下水道事業にお

ける企業債償還金とコミュニティプラント事業における投資の減少があったが決算額は増加となっ

た。 

下水道事業、農業集落排水事業及びコミュニティ・プラント事業のそれぞれの事業収益合計は

１，０５７，９４２，６５４円となり、事業費用合計９９３，４３５，１３３円、特別損失５９，



  

５８１円を差し引くと平成２９年度は純利益は６４，４４７，９４０円となり、前年度と比較して

５３，７５１，５８２円の減少となった。 

キャッシュ・フロー計算書では、平成２９年度末における現金・預金は、資金期首残高と比較し

て４７，３４８，８１５円の増加となっており、業務活動による収入の増加が主な要因である。平

成２９年度末における現金・預金の残高は７４８，８６５，００３円で、これらの現金は主に建設

改良費等の財源に充てるための企業債の償還などの財源に用いられるものと考えられるが、浄化セ

ンターの耐震化、経年による各種更新工事といった事業が予定されていることから計画的な経営が

求められる。 

なお、審査の対象となった決算書及び附属書類は、いずれも関係法令の規定に準拠して作成さ

れ、その計数は経営成績及び財政状態が適正に表示されており、かつ、会計帳簿、証書類の処理も

妥当であることが認められた。 

 

 


